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1．はじめに

この「補助対象事業実施の手引き」は、既存観光拠点再生・高付加価値化推進事業「自治体・DMO

型」(以下「本事業」という。) において採択された観光拠点再生計画 (以下「再生計画」という。) に参加す

る、宿泊事業者、民間事業者、交通事業者、地方公共団体等 (以下「補助対象事業者」という。) が、

補助金の交付決定後に、① 宿泊施設の高付加価値化改修、② 宿泊施設の換気・感染症対策等設備

導入、③ 観光施設の改修、④ 廃屋の撤去、⑤ 公的施設の観光目的での利活用のための民間活力の

導入、⑥ 交通関係事業、⑦ 実証実験のいずれか、又は複数に該当する事業 (以下「補助対象事業」と

いう。) を実施するにあたり、遵守しなければならないルールや手続、事業完了後に作成する「完了実績報

告書」等について解説したものです。

採択・交付決定された補助対象事業者におかれましては、適正な事業の実施のため、本手引きを熟読の

うえ、申請にあたって立案された再生計画に基づき、着実に補助対象事業を実施してください。

補助対象事業実施にあたっての留意事項

Å本補助金は、次の法令が適用されますので、補助対象事業者はそれに伴う遂行、管理、報告等の責務

を負うこととなります。

○ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (S30.8.27法律第179号)

○ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令 (S30.9.26政令第255号)

Å補助対象事業者は、補助金が国民の収めた税金により賄われていることに留意し、上記法令や本補助

金の交付要綱に定める交付の目的等に従って誠実に補助対象事業を行うように努めてください。

Å万一、法令等の定めに違反した場合や、虚偽申請・報告等の不正行為が発覚した場合は、補助対象

事業の対象期間中のみでなく、補助金交付後においても、交付決定を取消し、交付済みの補助金があ

る場合は返還請求を行うこととなりますので、十分ご注意ください。

Å適正に事業が実施されていることを確認するため、既存観光拠点再生・高付加価値化推進事業 事務

局 (以下「事務局」という。) による補助対象事業の実地検査を行う場合があります。

本手引きは、多岐に渡る内容を解説しているためページ数や文字数が大変多くなっております。その中でも、

マークが付いている部分は、特にご確認・ご注意いただきたい内容となりますので、必ずご確認く

ださい。

重要
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2．事業の全体スキーム (補助金交付の流れ)

有識者委員会

事
務
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① 応募 (再生計画認定申請)

③ 採択決定通知

⑤ 交付申請

⑥ 交付決定通知

② 再生計画の審査・認定

⑦ 補助対象事業の実施

⑧ 中間検査 (実地検査等)

⑨ 中間報告

⑩ 完了実績報告

⑪ 補助金の額の確定通知

⑫ 補助金支払請求

⑬ 補助金交付

本手引きのご案内範囲

④ 専門家の派遣 (※)

(※) 詳細は別紙「専門家派遣の手引きを参照
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3．想定スケジュール

① 応募 (観光拠点再生計画提出)
【代表団体→事務局】

令和3年4月9日 (金)～5月10日 (月)

② 観光拠点再生計画の審査・認定
【事務局＋有識者委員会】

観光拠点再生計画の受領後に随時実施

③ 採択決定通知
【事務局→代表団体】

採択決定後、速やかに通知
※代表団体から補助対象事業者へ採択結果について連携してください

④ 事業計画書の提出
【代表団体→専門家】

代表団体は、採択決定通知日から原則1カ月以内に、事務局か
ら派遣される専門家と協議のうえで事業計画書を作成・提出
※詳細は別紙「専門家派遣の手引」を参照

⑤ 交付申請
【補助対象事業者→事務局】 採択決定通知日から原則1カ月以内に提出

⑥ 交付決定通知
【事務局→補助対象事業者】 交付申請があり次第、内容を確認して随時交付を決定・通知

⑦ 補助対象事業の実施
【補助対象事業者】

交付決定 (通知) 日以降、補助対象事業の発注・契約が可能
令和4年2月28日までに補助対象事業完了 (改修工事等の完
成だけでなく、工事代金等の支払いまで完了させる必要があり
ます。)

⑧ 中間検査 (実地検査)
【事務局→補助対象事業者】

必要に応じて、補助金の執行状況を把握するため中間検査 (確
定検査前に書類の整合性等確認する検査) や実地検査 (備品
の確認や工事状況の確認、実証実験の実施状況の実査等を行
う検査) を実施

⑨ 中間報告
【補助対象事業者→事務局】

補助対象事業の実施期間中に、事務局からの求めに応じて進捗
報告を実施

⑩ 完了実績報告
【補助対象事業者→事務局】

補助対象事業完了後10日以内
(遅くても令和4年3月4日までに提出)

⑪ 補助金の額の確定通知
【事務局→補助対象事業者】

完了実績報告があり次第、随時審査 (必要に応じて現地調査)
を行い、補助金の額を確定して通知

⑫ 補助金支払請求
【補助対象事業者→事務局】

補助金の額の確定通知があり次第、補助金支払請求書を作成
して提出

⑬ 補助金交付
【事務局→補助対象事業者】

補助金の支払請求があり次第、随時支払い
(遅くても令和4年3月末まで)

本手引きのご案内範囲

※上記スケジュールは、現時点における想定であり、諸事情により変動する場合がございます。
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4．補助金交付決定通知～補助金の交付 (支払い) の流れ

補助金の交付決定から補助金支払いまでの流れと関連書類は以下のとおりです。

事務局 補助対象事業者

① 交付決定

② 交付決定通知書及び本手引き等の送付

① 交付決定通知書の受領・確認

② 本手引き等の内容確認

③ 補助対象事業の実施へ

① 補助対象事業完了実績報告書類の受理

② 内容審査

③ 内容に不備があれば修正依頼

④ 必要に応じて実地検査

⑤ 最終的な補助金交付額の算出

① 補助対象事業の発注・契約

② 補助対象事業の着工

③ 事務局の要請に応じて中間検査費目積算
書及び関連書類の提出 (提出前にセルフ
チェックシートでチェック)

④ 事務局の要請に応じて実地検査対応

① 補助金の額の確定

② 額の確定通知書等送付

① 額の確定通知書の受領・確認

② 補助金の支払請求書の内容確認・修正の有
無の連絡

① 支払請求書の受理

② 内容審査

③ 補助金の支払い (振込)

① 補助金の支払い (入金) 確認

① 補助対象事業の完成・完了

② 補助対象事業完了実績報告書類の提出
(提出前にセルフチェックシートでチェック)

③ 事務局の要請に応じて実地検査対応

補
助
金
の

支
払
い

補
助
金
額
の

確
定
通
知

完
了
実
績
報
告

最
終
補
助
金
額
の
算
定

補
助
対
象
事
業
の
実
施

補
助
金
交
付

決
定
・
通
知

① 中間報告の受理

② 内容確認

③ 内容に不備があれば修正依頼

④ 必要に応じて実地検査
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交付決定以降の進め方Ⅱ

1．補助金の交付決定

補助金の交付決定とは、交付申請者に対して、対象となる補助対象事業を遂行した場合には補助金を

交付することを通知するものです。ここで通知する補助金額は、補助対象事業実施前の予定経費を基に算

出した補助金額の上限を示しておりますが、最終的な補助金額は、補助対象事業完了後の実績額を基に

算出して確定します。

事務局では、補助対象事業者から申請のあった「補助金交付申請書 (様式第1-1、様式第1-1別紙)」

の内容を精査のうえ、補助対象外経費等が含まれていない等問題がなければ補助金の交付決定を行うとと

もに｢補助金交付決定通知書 (様式第5)｣により補助対象事業者に通知します。

補助対象事業者は、補助対象外経費であると示された経費を除き、「補助金交付決定通知書 (様式

第5)｣右上記載の交付決定日をもって、補助対象事業を開始することが可能となります。

なお、交付決定に際しては、必要な条件を付すことがあります。

※交付決定日より前に発注・契約が行われた費用は、補助対象となりません。

※事務局から通知される「補助金交付決定通知書」は、補助対象事業関係書類として紛失しないように

保管してください。

補助対象事業の遂行上、必要に応じて事務局から連絡を取らせていただきます。他方、事業者のみなさ

まからも、ご不明な点の確認や計画変更等の事前相談等、適宜連絡を取っていただき、所定の手続を行っ

てください。

2．補助対象事業の実施

補助対象事業者は、補助金の交付決定の通知があった後に補助対象事業を実施してください。補助対

象事業は、令和4年2月28 日までに、改修工事等の完成だけでなく、工事代金等の支払いまで完了さ

せる必要があります。

また、補助対象事業完了後には、完了日から10日以内 (最も遅い場合で令和4年3月4日) に、補助

対象事業完了実績報告書 (様式第9-1) を提出する必要があります。

重要



12

交付決定以降の進め方Ⅱ

3．補助対象事業の実施期間中の提出書類

補助対象事業の実施期間中に、以下のような事由が生じた場合には、それぞれ所定の手続を行う必要

があります。そのため、以下に該当する事由が生じた場合には、電子申請システムを通じて速やかに書類を提

出してください。

様式名 書類名 必要場面

様式第6-1 登録事項変更届 登録変更

様式第6-2 補助金交付決定変更申請書 計画変更

様式第6-3 計画変更費目積算書 計画変更

様式第7-1 補助金交付申請取下届出書 取下

様式第7-2 補助対象事業中止申請書 中止

様式第7-3 補助対象事業廃止申請書 廃止

様式第7-4 補助対象事業事故報告書 事故

様式第8 中間検査費目積算書 中間検査

様式第9-1 補助対象事業完了実績報告書 確定検査

様式第9-2 補助対象事業完了に係る宣誓書 確定検査

様式第9-3 確定検査費目積算書 確定検査

様式第9-4 消費税の額の確定に伴う報告書 確定検査

様式第9-5 収益納付に係る報告書 確定検査

様式第9-6 実証運行 (運航) 実績報告書 確定検査

様式第11-1 所得財産等管理台帳 所得財産の管理

様式第11-2 補助対象事業財産処分承認申請書 財産処分の制限

【様式等ダウンロード先】

必要な様式等は、既存観光拠点再生・高付加価値化推進事業の特設Webサイト上からダウンロードし

てください。

URL：https://kizonkanko.net/
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交付決定以降の進め方Ⅱ

3．補助対象事業の実施期間中の提出書類

交付決定を受けたあと、補助対象事業の目的に沿った範囲内で、やむを得ず補助対象事業の実施内容

又は経費の配分等の変更 (軽微な変更を除く※１) を行う場合には、あらかじめ、「補助金交付決定変更

申請書 (様式第6-2)」「計画変更費目積算書 (様式6-3)」及び変更後の金額がわかる見積書を電子申

請システムを通じて事務局に提出し、計画変更の承認を受ける必要があります。(事後承認はできません。)

ただし、いずれの場合においても、「変更後の補助金額」は、「当初の補助金額」(交付決定通知書の補

助金の額) を超えることはできません。なお、内容によっては、計画変更が認められない場合もあります。

(1) 補助対象事業の計画変更申請について

様式名 書類名 書類チェック

様式第6-2 補助金交付決定変更申請書 □

様式第6-3 計画変更費目積算書 □

(※1) 「軽微な変更」とは、採択された再生計画の趣旨に反せず、再生計画に記載された補助対象事業の効果を損なわない程

度の変更のことを指します。具体的には、相見積りによる経費の減額、型番の変更、マスク等の数量の変更等の場合、又

は採択決定補助要件・目的の達成に支障を来さない範囲で一部の取組を取りやめる場合を指します。自身の予定してい

る変更内容が「軽微な変更」に該当するか否かの判断に迷った場合は、事務局にご相談ください。

○ 計画変更申請が必要な場合

① 交付決定通知書に記載された、各補助対象事業の「補助対象経費」の総額の範囲内で、補助対象

経費項目間のいずれか低い方の金額の10 ％を超えて経費配分の変更を行うとき。

② 交付決定された補助対象事業の趣旨に沿った範囲で、事業内容の変更を行うとき (事業趣旨から大き

く異なる大幅な内容変更については、事務局で審査の上、認められない可能性があります)。

【必要添付資料】 ・ 変更を反映した交付申請書 (様式第1-1別紙、様式第2-1又は第2-2)

・ 変更後の経費の見積書

・ 計画変更後の実施内容詳細資料 (工事や実証実験の概要資料等)

○ 計画変更申請が不要な場合

Å交付決定通知書に記載された、各補助対象事業の補助対象経費項目間のいずれか低い方の金額の

10 ％以内で経費配分の変更を行うとき。ただし、「補助金の額」(総額) に変更がない場合に限る。
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交付決定以降の進め方Ⅱ

3．補助対象事業の実施期間中の提出書類

(1) 補助対象事業の計画変更申請について (続き)

○ 計画変更申請ができない場合

Å「交付決定通知書」の「補助金の額」の増額を行おうとするとき。

Å補助対象事業を超えた経費配分の変更を行おうとするとき。例えば、「③ 観光施設の改修」内で工事

費から工事関連費への経費配分の変更は申請により可能ですが、「③ 観光施設の改修」から「④ 廃屋

の撤去」への工事費の流用等、事業をまたいだ経費配分変更はできません。

交付決定後に、補助対象事業者の住所変更 (表示変更も含む)、代表者又は担当者の変更、組織変

更 (個人事業主→法人、有限会社→株式会社、等)、宿泊施設名の変更 (○○ホテル別館→○○ホテ

ルアネックス等) 等が生じた場合には、電子申請システム上より登録情報の変更を行ってください。

なお、個人事業主が法人化する場合、又は法人における社名・所在地・代表者名の変更の場合には、

当該事業者の同一性を確認するため、変更後の「履歴事項全部証明書」 (コピー可) を添付してください。

(2) 登録事項変更について

様式名 書類名 書類チェック

様式第6-1 登録事項変更届 □

提出書類例

【法人における社名・所在地・代表者名の変更】

① 変更後の「履歴事項全部証明書」

【個人事業主が法人化する場合】

① 変更後の「履歴事項全部証明書」

② 廃業届 (税務署の受付印があるもの)

【個人事業主の事業譲渡等による変更】

① 譲渡側の廃業届 (税務署の受付印があるもの)

② 譲受側の開業届 (税務署の受付印があるもの)

③ 営業譲渡契約書等 (任意様式。財産及び事業の移行を確認できる書類)

※氏名の変更については住民票や運転免許証のコピー等、氏名を確認できる書類を添付してください。

※事業主死亡による承継の場合は、まず事務局までご一報ください。
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交付決定以降の進め方Ⅱ

3．補助対象事業の実施期間中の提出書類

交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、交付申請を取り下げようとするときは、交付決定

通知を受けた日から起算して30日以内に、下記の書類を電子申請システム上より提出してください。

(3) 交付申請の取り下げ

様式名 書類名 書類チェック

様式第7-1 補助金交付申請取下届出書 □

やむを得ない事情により、補助対象事業を中止せざるを得ない場合には、遅くとも補助対象事業実施期

限までに、下記の書類を事務局宛に電子申請システム上より提出して承認を受けてください。事務局にて中

止の理由及び内容等の妥当性を考慮し、中止の承認を行います。(事後承認はできません。)

なお、中止とは、災害等により、執行途中の事業の執行を一旦取りやめる場合を指します。

事業完了に至らない場合における補助対象経費については、中止申請時点で掛かった費用の算出を行

い、事務局の検査・査定を経て精算を行います。

(4) 補助対象事業の中止

様式名 書類名 書類チェック

様式第7-2 補助対象事業中止申請書 □

やむを得ない事情により、補助対象事業の全部を廃止せざるを得ない場合には、遅くとも補助対象事業

実施期限までに、下記の書類を事務局宛に電子申請システム上より提出して承認を受けてください。事務

局にて中止の理由及び内容等の妥当性を考慮し、廃止の承認を行います。(事後承認はできません。)

なお、廃止とは、災害等により、執行途中の事業そのものを取りやめる場合を指します。

事業完了に至らない場合における補助対象経費については、廃止申請時点で掛かった費用の算出を行

い、事務局の検査・査定を経て精算を行います。

(5) 補助対象事業の廃止

様式名 書類名 書類チェック

様式第7-3 補助対象事業廃止申請書 □
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交付決定以降の進め方Ⅱ

3．補助対象事業の実施期間中の提出書類

補助対象事業が、交付申請書に記載した完了予定日までに完了しないとき、又は補助対象事業の遂行

が困難となったときは、速やかに下記の書類を事務局宛に電子申請システム上より提出してください。

(6) 事故の報告

様式名 書類名 書類チェック

様式第7-4 補助対象事業事故報告書 □

4．補助対象事業中間・実地検査

補助対象事業の実施期間中に、事務局から事業の遂行状況を確認させていただく場合がございます。そ

の場合は、事務局からの求めに応じて適宜事業の中間報告を行ってください。

(1) 中間報告

当該補助対象事業の終了前に、必要に応じて行う検査で、事業期間中に、経理処理手順や社内統制

の体制等を確認することにより、事業終了時の額の確定行為の負荷の分散及び誤認識、誤処理等の速や

かな是正等を目的として実施します。

(2) 中間検査

事業期間中、若しくは事業期間終了後に、実証実験の実施状況や工事の内容等が当初計画と整合し

ているかどうかを確認するために、事務局が現地を訪問して実地検査を行う場合があります。

(3) 実地検査
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交付決定以降の進め方Ⅱ

5．対象事業者の事業終了検査早見表

事業完了時の検査については、対象別に以下のとおり実施する予定です。ただし、状況に応じて内容が変

動する可能性があります。

確定検査のみの対象となる事業者

対象者要件

検査等実施フロー

留意事項

11月までに事業が完了する事業者

11月までに事業が完了する場合は、中間検査を実施せずに完了実績報告を行う

ことが可能です。また、早期に事業が完了するため、実地検査の対象となった場合

には、完了実績報告後に実地検査を実施する場合があります。

中間検査の対象となる事業者

交
付

事
業
着
手

完
了
実
績
報
告

実
地
検
査

(

対
象
事
業
者
の
み)

対象者要件

検査等実施フロー

留意事項

12～2月に事業が完了する事業者

12月以降に事業が完了する事業者が対象になります。事務局で指定する証憑類

を期日までにご提出いただき、事務局が当該証憑類の検査を行います。中間検査

で提出した証憑類に変更がない場合は、完了報告時には再度ご提出する必要は

ございません。

交
付

事
業
着
手

中
間
検
査

完
了
実
績
報
告

実
地
検
査

(

対
象
事
業
者
の
み)
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交付決定以降の進め方Ⅱ

5．対象事業者の事業終了検査早見表

実地検査の対象となる事業者

対象者要件

検査等実施フロー

留意事項

補助金交付申請額が多い団体に紐づく事業者

補助金交付申請額が一定の基準以上の採択団体に紐付く補助対象事業者につ

いては、実地検査を行う可能性がございます。実地検査は、補助金での事業成果

(改修内容、実証実験) を現地にて検査させていただきます。対象となった場合に

は必ずご対応をお願いします。

計画変更を行った事業者

交
付

事
業
着
手

中
間
検
査

(

対
象
事
業
者
の
み)

完
了
実
績
報
告

実
地
検
査

対象者要件

検査等実施フロー

留意事項

事業計画の変更申請を行った事業者

補助金の交付申請時点より事務局の定める要件の範囲を超えた計画変更をする

場合は、計画変更をご提出ください。計画変更に際しては、新しい計画が認識でき

る資料や、計画の費目積算や見積等をご提出いただきます。

交
付

事
業
着
手

完
了
実
績
報
告

計
画
変
更

実
地
検
査

(

対
象
事
業
者
の
み)

中
間
検
査

(

対
象
事
業
者
の
み)
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交付決定以降の進め方Ⅱ

6．補助対象事業の完了

補助対象事業の完了とは、原則として、交付申請書に記した観光拠点再生計画に基づく設備投資のほ

か、購入物品等の納品・検収・支払い等の事業上必要な手続が全て完了していることを指します。

補助対象事業者は、令和4年2月28日までに補助対象事業を完了(代金の支払いまで) させ、当該

事業完了の日から10日以内、若しくは令和4年3月4日までに、事業内容及び経費内容を取りまとめた

｢補助対象事業完了実績報告書 (様式第9-1)」及び証拠書類等を電子申請システムより事務局に提

出してください。期限までに「補助対象事業完了実績報告書」が提出されない場合は、補助金の支払いが

できませんので、早めに準備し、期限までに提出してください。

なお、提出いただいた補助対象完了実績報告書について、事務局が内容等を精査し、疑義等がある場

合は、直接補助対象事業者に問い合わせをさせていただきます。

※補助対象事業完了実績報告書の提出期限は一律に2月28日から10日以内ではなく、事業が完了し

た日から10日以内 (例：12月1日に事業完了した場合は、12月11日までに提出が必要) となります

のでご注意ください。

※補助対象事業完了実績報告書の提出期限は、遅くとも令和4年3月4日となります。そのため、2月28

日に補助対象事業を完了 (代金の支払いまで) をした場合には、4日以内に提出いただくこととなります

のでご注意ください。

※交付決定以降、補助対象事業に要する経費の減額があった場合には、実際に支出した補助対象経費

に基づいて補助金額を算定してください。なお、仮に補助対象事事業に要する経費が当初計画よりも増

加した場合であっても、交付決定額以上の補助金交付はできません。

※提出書類に不備があった場合や補助対象外経費が計上されていた場合等には、事務局から追加の書

類提出や修正を指示します。当該指示に対応いただけないと、額の確定、補助金の交付ができませんの

で、速やかなご対応をお願いします。

※提出書類の詳細、補助対象事業ごとのまとめ方は、実施する補助対象事業の種別に応じて別添1、別

添2、別添3を参照してください。

(1) 補助対象事業完了実績報告 重要
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交付決定以降の進め方Ⅱ

6．補助対象事業の完了

(2) 収益納付 重要

補助対象事業を通して販売や入場料、運賃等による収入が発生した場合には、事務局に対して収入が

発生した旨の報告を行う必要があり、補助金から収入分が減額されます。

Åただし、収入が発生している状況で、補助上限額に達している等の理由で「①補助対象事業者の自己

負担経費の中で、補助対象経費として認められる経費が含まれている場合」は、収入金額から上記①に

該当する自己負担経費相当額を差し引くことが認められます。そのうえで収入金額が残る場合は、残額

を補助金から減額します。

Å補助金から減額する収入の対象は、交付決定から事業完了時までに、補助対象事業を通じて直接生

じた売上や運賃等の収入です。収入を得た事業者に関わらず、補助対象事業で直接発生した運営に

かかわる団体の収入全般が対象であり、イベント出店者等の参加者の売上等は対象外です。

Åなお、「商品の生産やサービスの提供に直接関わりをもたない備品の購入」「チラシの作成や配布」「Web

サイトの作成・改良」「広告の掲載」「施設改修」等、補助対象事業と収入の因果関係が必ずしも明確

ではない場合は、補助金から減額する収入の対象としません。

Å発生した収入金額は、補助対象事業完了実績報告書 (様式第9-1) に記載、また収益納付に係る報

告書 (様式第9-5) を提出してください。

＜記載箇所＞ 〇補助対象事業完了実績報告書（様式第9-1）

収益納付金額の計算例
① 補助対象事業の実施に要した補助対象経費は2,500万円であった。

② 補助対象事業の上限金額は2,000万円 (10/10補助) であり、交付決定金額は2,000万円であった。

③ 補助対象事業におけるチケット販売による売上 (＝収入) は550万円であった。

④ 販売のために雇った臨時職員 (アルバイト等) の賃金500万円は、補助金の上限に達していたため申請できず、自己資金に

より負担した。

上記の場合、550万円の収入から、500万円の自己負担経費分を差し引いた50万円が補助金額から減額され、補助対象

事業完了後に交付される補助金額は1,950万円 (2,000万円－50万円) となる。

(I=D-H)

25,000,000 20,000,000 25,000,000 5,500,000 0 5,500,000 5,000,000 500,000 20,000,000 19,500,000
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交付決定以降の進め方Ⅱ

6．補助対象事業の完了

事務局では、提出された｢補助対象事業完了実績報告書 (様式第9-1)」及び証拠書類等を検査し、

補助対象事業の実施結果が、補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定します。

ただし、事務局が上記の書類等を確認した結果、不適切と判断した経費については補助の対象となり ま

せんので注意してください。

確定した補助金額は、｢補助金の額の確定通知書 (様式第10)｣により補助対象事業者に通知します。

なお、 確定補助金額は、交付決定額、又は実施額を基に算出した額のうち、いずれか小さい方の額になり

ます。

※確定補助金額の例

(3) 補助金の額の確定

補助対象事業の内容
交付決定額

(補助対象経費)
実施額

(＝全体事業費)
確定補助金額

ḱ

Ḳ1/ 2
Ḳ500

300
(600 )

500
250

(500 ú1/2)

150
(300 )

400
150

(400 ú1/ 2ḭ
︡ 150 )

※交付決定額は、交付申請時の予定経費を基に算出した補助金額の上限であり、最終的な補助金額を

約束するものではありません。
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交付決定以降の進め方Ⅱ

6．補助対象事業の完了

補助対象事業者は、事務局から示された｢補助金の額の確定通知書｣を基に、補助金支払請求情報を

電子申請システムより入力し、事務局へ提出してください。

直接的に利益が生じた場合は、交付すべき補助金の額の範囲内で、収益金相当分の減額 (相殺) がさ

れます。

補助対象事業者は、通知のあった｢補助金の額の確定通知書｣と補助金支払請求情報の内容を確認し、

修正が必要な場合は速やかに事務局に連絡してください。

事務局では、補助金支払請求情報の内容を確認のうえ、補助対象事業者が指定する金融機関口座に

補助金を振り込みます (振込者名義は「カ）トウキユウエージェンシー キゾンカンコウジムキヨク」となります)。

なお、振込 (送金) 完了の通知文書は送付しませんので、通帳記帳にて入金を確認してください。

※完了実績報告書に不備がある場合は、事務局から書類の修正・追加提出の指示がありますので、速や

かな対応をお願いします。当該指示に対応いただけない場合、額の確定、補助金の交付ができません。

(4) 補助金の交付 (支払い) 重要
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交付決定以降の進め方Ⅱ

7．補助対象事業終了後の義務・手続等

補助対象事業者は、補助対象事業において取得し、又は効用の増加した財産 (以下、「取得財産」とい

う。) については、金額の大小に関わらず、善良なる管理者の注意をもって適切に管理する義務を負います。

加えて、処分制限財産 (取得財産のうち、取得価額又は効用の増加価格が1件あたり50万円 (税抜

き) を超えるもの) については、補助対象事業終了後も一定期間 (※1) を経過するまでの間に、その処分

(※2) を行おうとする場合は、あらかじめ事務局の承認を受けなければなりません。

① 管理台帳の整備

補助対象事業者は、上記処分制限財産の内容について、｢取得財産等管理台帳 (様式第11-1)｣を

備え、管理してください。

② 財産処分の制限

補助対象事業者は、処分制限財産について、一定の期間を経過するまでの間、大臣の承認を受けずに

補助金の交付の目的に反して処分をしてはなりません。この一定の期間を経過するまでの間に処分制限財

産の処分を行うときは、｢補助金対象事業財産処分承認申請書 (様式第11-2)｣を電子メールにて国土

交通省に提出し、あらかじめ事務局の承認を受ける必要があります。なお、この場合には原則として、残存価

額に相当する額を返還することになります。

(※1) 一定期間：補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令 (昭和40年大蔵省令第15号) を勘

案して、大臣が「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産のうち処分を制限する財産及び補

助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間を定めた件」(平成22年国土交通省告示第505号)

で定めた期間であり、いわゆる法定耐用年数に相当する期間を指します。

(※2) 処分：補助金の交付の目的以外に使用すること。例えば、売却する、他の者に貸し付け若しくは譲り渡す、他の物件と交

換する、債務の担保に供する、廃棄する等が該当します。

(1) 取得財産の管理

補助対象事業者は、補助対象事業の実施期間中だけでなく、事業終了後においても、下記のとおり一定

の管理、報告等の義務が生じます。
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交付決定以降の進め方Ⅱ

7．補助対象事業終了後の義務・手続等

課税事業者である補助対象事業者が、何らかの事情で補助対象経費から消費税額及び地方消費税

額を減額していない場合には、同税額が確定したあと、速やかに「消費税の額の確定に伴う報告書 (様式

第9-4)」を作成し、電子申請システム上より事務局に報告してください。

(2) 消費税の額の確定に伴う報告書

8．関係書類の整理・保管

有効かつ効率的な経理処理を実施するための前提として、補助対象事業の開始、実施状況等に係る関

係書類が整理されていることが必要です。

補助対象事業者は、交付決定通知書とともに、補助対象事業に関する書類を時系列に整理し、事業完

了日の属する年度の翌年度から5年間(令和9年3月末まで) 保管してください。

※事業完了実績報告手続等で提出する書類は、紙媒体・デジタル媒体に関わらず必ず原本を保管してく

ださい。
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交付決定以降の進め方Ⅱ

9．各補助対象事業の概要

各補助対象事業ごとの事業実施に当たっての詳細については【別添1】～【別添3】でそれぞれ記載してお

ります。下記を参考にして、それぞれ該当するページを確認してください。

【別添1】補助対象事業別留意事項 (施設改修等事業)

補助対象事業概要 補助対象経費 補助率 補助上限 記載箇所

Å 3 1 ︣
וֹ

Å ︣
︡

Å ṇ
ḭ

︣

1/2 2,000
ṥ 1Ṧ

P3

ḱ

Å 3 1 ︣
וֹ

Å ︣
︡

Å ︣
ḭ ḭ

נּלּלּ

1/2 500
ṥ 1Ṧ

P6

Å אל
︡ ךּ

Å צּ
︣

1/2 500
ṥ 1Ṧ

P9



26

交付決定以降の進め方Ⅱ

9．各補助対象事業の概要

【別添1】補助対象事業別留意事項 (施設改修等事業) (続き)

補助対象事業概要 補助対象経費 補助率 補助上限 記載箇所

Å ︣
︣

Å ︡ḭ ︡
︣ לּ

1/2 1
ṥ 1Ṧ

P12

Å שּ︡ פּ
וֹ ךּ

Å ︣
ḭ

1/2 2,000
ṥ 1Ṧ

P15

【別添2】補助対象事業別留意事項 (交通関連事業)

補助対象事業概要 補助対象経費 補助率 補助上限 記載箇所

Å

Å ṥ 2ṦP3-10 כֿ

ṥ 2ṦP3-10 כֿ
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交付決定以降の進め方Ⅱ

9．各補助対象事業の概要

【別添3】補助対象事業別留意事項 (実証実験)

補助対象事業概要 補助対象経費 補助率 補助上限 記載箇所

( ︣ (שּ

Å ḭ שּ
(DMO)ḭ ḭ ḭ

ḭ ḭ וֹףּ
שּ

Å ḭ צּ
נּ ︣ ︡ ︡

ṇ

ḱ

10/10 2,000
ṥ 3Ṧ

P3
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参考様式Ⅲ

1．(参考様式1) 取得財産管理シール

下記内容を参考にして、テプラ、シール等で作成したうえで、補助対象物品ごとに貼付して管理してください。

なお、管理番号は、補助対象事業者が管理している台帳等と対応するように付番してください。

2．(参考様式2) 操作方法の手引き

各手続に必要となる資料を提出するための電子申請システムは、公開次第改めてご連絡します。

令和3年度

既存観光拠点再生・高付加価値化推進事業補助金

「自治体・DMO型」

補助対象物品 管理番号 ＊＊－＊＊＊



改訂履歴



32

改訂履歴

日付 内容

2021/7/16 Å初版公開

2021/8/24

Å全体デザイン修正

Å別添を分冊化 (ページ番号を通し番号から分冊ごとの番号に修正)

Å「Ⅱ 3．(1) 補助対象事業の計画変更申請について」の「○ 計画変更申請が必要

な場合」に必要添付書類を追加

Å「Ⅱ 6．(1) 補助対象事業完了実績報告」に収益納付についての記載を追加

2021/9/10
Å様式第9-7が不要となったため関係する記述を削除

Å目次のページ番号を修正


